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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第53期 

第２四半期 
連結累計期間 

第54期 
第２四半期 
連結累計期間 

第53期 

会計期間 
自平成29年４月１日 
至平成29年９月30日 

自平成30年４月１日 
至平成30年９月30日 

自平成29年４月１日 
至平成30年３月31日 

営業収益 （百万円） 12,385 13,369 25,226 

経常利益 （百万円） 702 662 1,388 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 586 568 1,168 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 671 609 1,252 

純資産額 （百万円） 12,402 13,444 12,909 

総資産額 （百万円） 23,537 24,027 23,861 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額 
（円） 78.55 76.24 156.65 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.7 56.0 54.1 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 771 816 1,654 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △49 △294 △111 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △449 △510 △883 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 1,633 2,033 2,020 

 

回次
第53期

第２四半期
連結会計期間

第54期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年７月１日
至平成29年９月30日

自平成30年７月１日
至平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 45.87 32.83 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費と設備投資の好調から、成長が持続いたしました。

物流業界におきましても、消費関連貨物や生活関連貨物は、引き続き好調に推移するものと見込まれる一方、消費

者のライフスタイルや労働環境が急速に変化しており、その変化への適応を求められています。 

このような状況の下、当社グループにおきましては、ネット通販向けの物流拠点間輸送が増加したことと、夏場

に家電品や日用品・衛生用品等生活関連貨物の取り扱いが好調であったことから、当第２四半期連結累計期間の財

政状態及び経営成績は以下のとおりとなりました。 

 

①財政状態 

（資産合計） 

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は63億28百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億67百万円

増加しました。これは主に電子記録債権が１億円増加したことによるものであります。固定資産は176億99百万

円となり、前連結会計年度末に比べ１百万円減少しました。これは主に投資その他の資産が１億23百万円増加し

たものの、有形固定資産が69百万円、無形固定資産が56百万円減少したことによるものであります。 

この結果、総資産は、240億27百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億65百万円増加しました。 

（負債合計） 

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は67億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ97百万円増加

しました。これは主に支払手形及び営業未払金が99百万円減少したものの、未払法人税等が１億80百万円増加し

たことによるものであります。固定負債は38億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億66百万円減少しま

した。これは主に長期借入金が４億18百万円減少したことによるものであります。 

この結果、負債合計は、105億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億69百万円減少しました。 

（純資産合計） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は134億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億34百

万円増加しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益５億68百万円及び剰余金の配当74百万円によ

るものであります。 

この結果、自己資本比率は56.0％（前連結会計年度末は54.1％）となりました。 

 

②経営成績 

当第２四半期連結累計期間の営業収益（売上高）は133億69百万円（前年同期比7.9％増）となりました。 

利益面におきましては、主に輸送部門において燃料費が高騰したこと、労働需給の逼迫により外注費が上昇し

たこと、および労働力不足を補うための環境改善に投資したこと等から、営業利益は６億69百万円（前年同期比

9.3％減）、経常利益は６億62百万円（前年同期比5.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は５億68百万

円（前年同期比2.9％減）となりました。

セグメント別の営業収益の状況は次のとおりであります。

物流事業の営業収益は132億91百万円（前年同期比8.2％増）となりました。その内訳は、輸送部門が91億98百

万円（前年同期比10.2％増）、倉庫部門が40億92百万円（前年同期比4.0％増）となりました。

その他（不動産事業等）は78百万円（前年同期比24.3％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は20億33百万円となり、前

連結会計年度末に比べ12百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は８億16百万円（前年同期比45百万円増）となりました。これは主に売上債権の

増加額１億21百万円、仕入債務の減少額92百万円、法人税等の支払額76百万円による支出に対し、税金等調整前

四半期純利益８億27百万円、減価償却費３億17百万円による収入があったことなどによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は２億94百万円（前年同期比２億44百万円増）となりました。これは主に有形固

定資産の取得による支出１億96百万円があったことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は５億10百万円（前年同期比60百万円増）となりました。これは主に短期借入金

の純減少額60百万円、長期借入金の返済による支出３億37百万円、配当金の支払額74百万円があったことなどに

よるものです。 

 

(3) 経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

－4－



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,600,000

計 17,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,546,000 7,546,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 7,546,000 7,546,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 7,546,000 － 1,284 － 1,070
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（５）【大株主の状況】

    平成30年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％） 

株式会社住友倉庫 大阪市北区中之島３丁目２－18号 4,527 60.69 

澤田邦彦 浜松市北区 214 2.87 

遠州トラック従業員持株会 静岡県袋井市木原627番地の３ 185 2.48 

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10－17 169 2.27 

有限会社スリーナイン 静岡県袋井市永楽町325番地 131 1.76 

株式会社静岡銀行 静岡市葵区呉服町１丁目10番地 124 1.66 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 121 1.62 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 103 1.39 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 100 1.34 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 100 1.34 

計 － 5,776 77.42 

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式     85,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  7,459,000 74,590 －

単元未満株式 普通株式      2,000 － －

発行済株式総数 7,546,000 － －

総株主の議決権 － 74,590 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が600株含まれております。また、「議 

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数６個が含まれております。
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②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

遠州トラック株式会社
静岡県袋井市木原

627番地の３
85,000 － 85,000 1.13

計 － 85,000 － 85,000 1.13

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 2,020 2,033 

受取手形及び営業未収入金 3,860 3,881 

電子記録債権 64 165 

販売用不動産 35 32 

その他 209 230 

貸倒引当金 △29 △15 

流動資産合計 6,160 6,328 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,513 3,386 

機械装置及び運搬具（純額） 217 254 

土地 11,191 11,191 

リース資産（純額） 264 250 

建設仮勘定 － 20 

その他（純額） 107 121 

有形固定資産合計 15,294 15,225 

無形固定資産 310 254 

投資その他の資産    

投資有価証券 712 775 

繰延税金資産 134 117 

その他 1,286 1,364 

貸倒引当金 △38 △38 

投資その他の資産合計 2,095 2,219 

固定資産合計 17,701 17,699 

資産合計 23,861 24,027 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び営業未払金 2,390 2,291 

短期借入金 3,268 3,288 

未払法人税等 110 291 

賞与引当金 137 152 

その他 761 741 

流動負債合計 6,668 6,765 

固定負債    

長期借入金 3,415 2,996 

退職給付に係る負債 463 474 

その他 405 346 

固定負債合計 4,283 3,817 

負債合計 10,952 10,583 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,284 1,284 

資本剰余金 1,086 1,086 

利益剰余金 10,333 10,827 

自己株式 △59 △59 

株主資本合計 12,644 13,138 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 259 301 

退職給付に係る調整累計額 5 3 

その他の包括利益累計額合計 264 305 

純資産合計 12,909 13,444 

負債純資産合計 23,861 24,027 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業収益 12,385 13,369 

営業原価 11,252 12,313 

営業総利益 1,133 1,056 

販売費及び一般管理費 ※ 395 ※ 386 

営業利益 738 669 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 7 8 

保険解約返戻金 6 － 

保険配当金 － 8 

その他 14 6 

営業外収益合計 29 22 

営業外費用    

支払利息 31 26 

保険解約損 23 － 

その他 8 3 

営業外費用合計 64 30 

経常利益 702 662 

特別利益    

固定資産売却益 0 3 

違約金収入 － 165 

特別利益合計 0 168 

特別損失    

固定資産除却損 0 3 

特別損失合計 0 3 

税金等調整前四半期純利益 702 827 

法人税等 116 258 

四半期純利益 586 568 

親会社株主に帰属する四半期純利益 586 568 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純利益 586 568 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 78 42 

繰延ヘッジ損益 8 － 

退職給付に係る調整額 △1 △1 

その他の包括利益合計 85 40 

四半期包括利益 671 609 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 671 609 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 702 827 

減価償却費 317 317 

支払利息 31 26 

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △3 

売上債権の増減額（△は増加） △153 △121 

仕入債務の増減額（△は減少） 90 △92 

未払消費税等の増減額（△は減少） 72 △39 

その他 △68 △2 

小計 992 911 

利息及び配当金の受取額 7 8 

利息の支払額 △29 △26 

法人税等の支払額 △199 △76 

営業活動によるキャッシュ・フロー 771 816 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △132 △196 

有形固定資産の売却による収入 1 4 

無形固定資産の取得による支出 △11 △18 

投資有価証券の取得による支出 △3 △3 

保険積立金の解約による収入 109 － 

その他 △13 △79 

投資活動によるキャッシュ・フロー △49 △294 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △35 △60 

長期借入れによる収入 350 － 

長期借入金の返済による支出 △620 △337 

社債の償還による支出 △50 － 

配当金の支払額 △59 △74 

その他 △35 △37 

財務活動によるキャッシュ・フロー △449 △510 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 271 12 

現金及び現金同等物の期首残高 1,361 2,020 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,633 ※ 2,033 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号  平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成29年４月１日 

  至  平成29年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成30年４月１日 

  至  平成30年９月30日） 

給与手当及び福利費 244百万円 239百万円 

賞与引当金繰入額 12 13 

退職給付費用 0 0 

貸倒引当金繰入額 △6 △14 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成30年４月１日
至  平成30年９月30日）

現金及び預金勘定 1,683百万円 2,033百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △50 －

現金及び現金同等物 1,633 2,033
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成29年４月１日  至  平成29年９月30日）

１．配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日

取締役会
普通株式 59 8.00 平成29年３月31日 平成29年６月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年11月７日

取締役会
普通株式 74 10.00 平成29年９月30日 平成29年12月11日 利益剰余金

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成30年４月１日  至  平成30年９月30日）

１．配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日

取締役会
普通株式 74 10.00 平成30年３月31日 平成30年６月７日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月６日

取締役会
普通株式 104 14.00 平成30年９月30日 平成30年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成29年４月１日  至  平成29年９月30日） 

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）   物流事業 

営業収益          

外部顧客への営業収益 12,281 103 12,385 － 12,385 

セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
－ － － － － 

計 12,281 103 12,385 － 12,385 

セグメント利益 1,018 65 1,083 △345 738 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額△345百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△345百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成30年４月１日  至  平成30年９月30日） 

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注１） 
合計 

調整額 

（注２） 

四半期連結損益

計算書計上額

（注３）   物流事業 

営業収益          

外部顧客への営業収益 13,291 78 13,369 － 13,369 

セグメント間の内部営

業収益又は振替高 
－ － － － － 

計 13,291 78 13,369 － 13,369 

セグメント利益 970 36 1,007 △337 669 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額△337百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△337百万

円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成30年４月１日
至  平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 78円55銭 76円24銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
586 568

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
586 568

普通株式の期中平均株式数（株） 7,460,917 7,460,914

（注）  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成30年11月６日開催の取締役会において、第54期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）の中間配当

金に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額…………………………………………104百万円

（ロ）１株当たりの金額……………………………………14円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日…………平成30年12月10日

（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月９日

遠州トラック株式会社 

取締役会  御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 松本 学   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 堀内  計尚    印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている遠州トラック株

式会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、遠州トラック株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以    上

  （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 




